
 

栃木県庁子育て応援・女性活躍推進行動計画 ～県庁燦燦
さんさん

プラン～ 

（令和５(2023)年11月一部改定） 

 

Ⅰ 目的 

栃木県庁では、職員を雇用する事業主の立場から、仕事と子育ての両立の推進や、地域におけ

る子育てを支援するため、次世代育成支援対策推進法に基づき、「栃木県庁子育て応援行動計画～

誰もが生き生きと働ける職場に～」を策定し、平成17年度から、子育ての各段階における仕事との

両立を支援する環境の整備や、仕事と家庭を両立させる働き方の実現などに取り組んできました。 

また、女性職員の力を行政分野において最大限活用していくとともに、栃木県における牽引役

として民間企業等の女性活躍を推進するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（以下「女性活躍推進法」という。）に基づき、「栃木県庁女性活躍推進行動計画～県庁女性燦燦プ

ラン～」を策定し、平成28年度から、女性の採用・登用の拡大や仕事と家庭の両立支援などに取り

組んできました。 

両計画については、職員の仕事と家庭の両立支援や働き方の改善など、取組内容に共通部分が多

く密接な関係を有していることから、これまで一体的な推進に努めてきたところですが、より効果

的な取組結果が得られるよう、両計画を一本化し、次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法

に基づく特定事業主行動計画として、「栃木県庁子育て応援・女性活躍推進行動計画～県庁燦燦
さんさん

プ

ラン～（以下「計画」という。）」を新たに策定し、職員誰もが生き生きと活躍できる環境づくりに

取り組んでいきます。 

 

≪取組のイメージ≫

 

 

Ⅱ 計画期間 

  令和３（2021）年度から令和７（2025）年度まで（５年間） 



 

Ⅲ 計画の対象 

  知事部局、企業局、議会事務局、人事委員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事務局及び選

挙管理委員会に在籍する職員 

 

 

Ⅳ 計画推進のための取組 

 

１ 推進体制の整備 

 ○ 計画の策定に当たり、当事者である子どもを養育する職員や女性職員を対象に、これまでの取

組を踏まえ、現状の課題や今後強化してほしい取組等について、アンケートを実施しました。 

 ○ 全庁を挙げて計画を策定し、計画内容を推進していくとともに、今後の実施状況を点検してい

くため、令和２（2020）年11月に「栃木県特定事業主行動計画等策定・推進委員会（以下「委員

会」という。）」を設置しました。委員会においては、定期的に実施状況の点検や見直しなどを行

い、ＰＤＣＡサイクルを確立することにより、全庁的・継続的な推進体制の確立を図ります。 

 

２ 職員に対する周知 

 ○ 計画の取組内容を着実に実施していくためには、各所属の管理者である所属長や総括補佐（以

下「管理的職員」という。）の果たす役割が重要です。そこで、管理的職員に対しては、人事関

係会議等で定期的に呼びかけるとともに、取組結果をフィードバックして課題を共有するなど、

意識の醸成に努めます。 

 ○ また、計画の取組内容の実施に当たっては、周囲の職員の理解と協力が必要不可欠であるため、

当事者となる職員や管理的職員だけではなく、全ての職員に対して計画の内容を理解してもらう

ことが重要です。そこで、計画について、研修の機会等を利用して周知するとともに、全庁共有

ドライブへの掲載や全員回覧などで、常勤職員はもちろん、臨時的任用職員や会計年度任用職員

も含め全職員に周知します。 

 

３ 取組の実施状況の点検、評価及び公表 

 ○ 計画に基づく取組の進捗状況を確認するため、委員会においては、毎年１回、取組の実施状況

について調査・取りまとめを行い、その結果を点検・評価し、必要に応じて計画の見直しを行い

ます。 

 ○ 上記の調査結果や評価結果等を踏まえ、数値目標に対する実績や取組内容の実施状況などにつ

いて、栃木県庁ホームページへの掲載等により公表します。 

 

  



Ⅴ 具体的な取組（☆は職員アンケートを踏まえた重点項目） 

 

１ ワーク・ライフ・バランス実現のための取組 

 

 職員からは、「育児・介護に係る各種支援制度は充実しており、職場の理解も進んできている」と

の声がある一方、「超過勤務などの働き方が負担となり、子育てとの両立を困難と感じている」とい

った声が挙げられました。 

働き方の改善や、仕事と家庭を両立できる環境の整備など、ワーク・ライフ・バランスを実現する

取組を強化していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 働き方（勤務環境）の改善 

① 働き方改革の推進 

ア 「栃木県庁働き方改革プロジェクト」の推進 ☆ 

○ 県民サービス向上と業務効率化の観点から、ＢＰＲ（業務プロセスの再構築）の視点による

業務の見直しを行い、改善を図ります。 

○ ＲＰＡ適用業務の拡大、ペーパーレスの推進等、ＩＣＴ利活用による業務の省力化・効率化

を図ります。 

○ 業務に関する工程表を策定し、日々の到達点を意識して計画的に業務を遂行するなど、職員    

自らによる業務の進捗管理を徹底します。また、管理的職員は超過勤務の事前命令と事後確認

の徹底等、超過勤務の上限規制を踏まえた精緻な労働時間管理を行います。 

   

  イ 効率的な働き方への人事評価への適切な反映 ☆ 

○ 子育て等により職場で働く時間に制約がある場合でも、フレックスタイム制やテレワークの

利用などによる効率的な働き方や、業務改善・効率化など超過勤務縮減につながる能力・姿勢

の発揮について、人事評価において適切に評価します。 

○ 所属長のマネジメント力を部下がチェックするシステム（以下「マネジメントチェック」と

（職員アンケートから）  

 

「仕事と子育ての両立」について 

◆ 各種支援制度の認知  

よく知っている 10.3％ 概ね知っている 75.2％ ほとんど知らない 14.4％ 

◆ 職場の環境や雰囲気  

非常に良い 9.9％ 概ね良い 62.0％ あまり(全く)良くない 27.2％ 

◆ 課題と思うこと（複数選択制） 

① 各種支援制度利用や休暇取得による周囲への負担増を懸念     70.9％ 

② 業務量が多く子育てのための休暇取得や退庁が難しい       60.5％ 

 （勤務体制の面で子育てのための休暇取得や退庁が難しい      34.2％） 

③ 管理職の理解や支援が足りない                 12.3％ 

 

「女性職員の活躍」について 

◆ 課題と思うこと（複数選択制） 

① 育児・介護などによりスキルアップや職務経験の蓄積に制約がある 57.4％ 

② 仕事とプライベート（家庭）の両立が困難な勤務環境にある    56.3％ 

③ 目指すべき女性の先輩や管理職が少ない又はいない        25.9％ 



いう。）を導入し、所属長による適切な業務管理や超過勤務の縮減など、働きやすい環境づく

りに向けた取組を推進します。 

 

② 年次休暇の取得促進 

○ 職員自身の休息も含め、子どもの学校行事や家族の通院などの家族のための休暇、ゴールデ

ンウィーク、夏季、年末年始等の時期等に連続した休暇を取得しやすくするため、あらかじめ

取得計画を作成するなど、計画的な年次休暇の取得を促進します。 

○ 管理的職員は、部下職員の業務の進捗を把握し、適切に業務管理や業務の調整を行うことで

年次休暇を取得しやすい環境を整えるとともに、積極的な声かけにより年次休暇の取得を促進

します。 

 

(2) 仕事と家庭の両立 

① ライフスタイルに応じた柔軟な働き方の推進 

  ア 柔軟な働き方（フレックスタイム制、時差出勤等）の定着、促進 ☆ 

○ ライフスタイルに応じた勤務が可能となるフレックスタイム制や時差出勤について、好活用

事例の周知等により、より一層の利用、定着を図っていきます。 

   

イ テレワークの推進 ☆ 

○ 場所にとらわれない柔軟な働き方であるテレワーク（在宅勤務・サテライトオフィス勤務）

について、日頃からテレワークの意識付けを高めるとともに、ライフスタイルに応じてテレワ

ークを利用しやすい職場環境づくりを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 子育てや介護にかかる制度を利用しやすい環境の整備 

  ア 子育てや介護と仕事の両立に向けた職場の意識改革 ☆ 

○ 管理的職員をはじめ職員に対して、子育て・介護の意義や重要性に対する理解を深めるため

の意識啓発の機会を設けることで、職場全体の子育て・介護に対する意識改革を進め、職場全

体で子育てや介護を支援する雰囲気づくりを行います。 

  ○ 所属長のワーク・ライフ・バランスに対する認識を深め、積極的な取組を促すため研修を実

施するとともに、マネジメントチェックの導入等により、自らの気づきによる意識醸成を図

ります。 

（職員アンケートから）  

 

「仕事と子育ての両立」について 

◆ 今後充実・強化してほしい取組（上位３つ選択制） 

① 柔軟な勤務時間制度（フレックスタイム制、時差出勤）    35.6％ 

② 場所にとらわれない勤務（テレワーク）           33.1％ 

③ 年次休暇の取得促進や超過勤務の縮減            28.9％ 

 

「女性職員の活躍」について 

◆ 今後充実・強化してほしい取組（上位３つ選択制） 

① 柔軟な勤務時間制度や場所にとらわれない勤務（テレワーク） 42.3％ 

② 年次休暇の取得促進や超過勤務の縮減            33.3％ 

③ 効率的な働き方への適正な評価               32.4％ 

 



○  管理的職員向けの研修において、子育て・介護にかかる制度の理解促進を図るとともに、

制度を利用しやすい職場環境づくりに関する内容を充実します。 

 

  イ 各種支援制度の利用促進、拡充 

○ 育児休業、妊娠・子育てのための休暇、介護に関する休暇等の制度や、経済的支援等の周知

のために作成・配付しているハンドブック等の内容を充実し、管理的職員及び職員に対する周

知を図ります。 

○ 管理的職員は、職員に対し、各種支援制度の積極的な利用を促すとともに、職員が各種支援

制度を利用しやすい職場環境づくりを行います。 

○  これから育児休業を取得する職員や職場内の人員調整を担う職員（総括補佐等）を対象と

した研修項目を設け、育児休業や育児に係る休暇制度を説明するとともに育児休業を取得し

た職員との意見交換を行うなど、育児休業取得についての疑問や不安の解消を図ります。 

  ○ 各種支援制度の利用状況や職員のニーズ、国や民間における動向等を踏まえ、新たな休暇の

創設などワーク・ライフ・バランスの実現に資する制度の充実を図ります。特に、不妊治療

を受けやすい職場環境の醸成など、これから子どもを持つことを考えている職員が仕事と不

妊治療が両立できるよう環境を整備します。 

 

  ウ 出産を予定している職員への支援、妊娠中及び出産後における配慮 

○ 職員から妊娠（配偶者含む）の報告があった場合には、管理的職員は対象職員に「職員のた

めの子育て応援ハンドブック」及び「栃木県職員の育児休業収入試算シート」を必ず配布し、

制度の周知を徹底します。また、職員と面談のうえ、各種支援制度の積極的な利用を促すとと

もに、事務分担の見直しや人員調整など必要な措置を講じます。 

○ 不妊治療を受けている職員や妊娠中の職員が必要な休暇を取得したり、超過勤務の縮減に特

に配慮したりすることができるよう、職場のコミュニケーションを通じて、職場の環境づくり

を行います。 

 

  エ 男性職員の育児・介護等への参加促進 ☆ 

○ 研修等を通じ、ワーク・ライフ・バランスや男女共同参画の観点から、性別に関わらず、育

児や介護は家族としての責任を分かち合い、協力して行うものであるという意識について、一

層の醸成を図ります。 

○ 管理的職員は、子育て（配偶者の出産前を含む）や介護にかかる男性職員に対して休暇等を

適切に取得するよう働きかけるとともに、職場における理解を促します。 

○ 管理的職員は、配偶者の妊娠がわかった男性職員に対して、「育児休業等取得計画表」の作

成を通じて出産前後の配偶者の支援、子育てへの主体的な関わりを促すとともに、対象の職員

との面談を実施し、周囲への配慮や担当業務が多忙であることを理由として育児休業等を取得

できないことがないよう、制度の利用希望の有無や育児休業を取得しない場合の理由等を確認

し、職員の計画に合わせて業務分担の見直しや人員調整など必要な措置を講じます。 

○ 男性の育児休業取得者等の体験談や各種支援制度の活用事例、出産サポート休暇と組み合わ

せた育児のための休暇・休業１か月取得のモデルケースなどについて、積極的に情報提供を行

います。 

  ○ 男性職員の育児に伴う休暇・休業の取得については、職員の意向を尊重し、育児休業を含む

合計１か月以上の取得を推奨します。  

  ○ ３歳未満の子どもを養育する職員を対象に「育児休業等取得計画表」を通じて、各種休暇の

計画的な取得を促進します。 

  ○ 所属における取組状況、特に育児休業を取得しない場合の理由等については、各部局人事担

当者と連携して定期的に確認し、必要に応じて実効性ある取組を行います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  オ 育児休業取得者の円滑な職場復帰支援 

○ 育児休業中の職員に対して、担当業務に係る話題事項や周囲の職員からのメッセージなどを

定期的に情報提供します。 

○ 育児休業から復帰する職員やその配偶者・パートナーに対して、復帰後の働き方や、仕事と

家庭の両立についての研修を実施するとともに、管理的職員との面談等を行い、復帰後の養育

環境や今後の働き方の希望を確認するなどして、復帰にあたっての不安の解消を図ります。 

○ 育休復帰後の職員が、仕事と家庭の両立や、今後のキャリアプラン等について、同じ立場の

職員や育児経験のある先輩職員と気軽に相談し合えるような機会づくりを行います。 

 

  カ 育児休業等を取得した職員の代替措置 

○ 管理的職員は、職員から子育てや介護にかかる休暇・休業等の請求があった際に、所属内の

業務分担の見直しや人事配置の検討を行います。 

  ○ 休暇・休業等が長期に及ぶ場合や、業務分担の見直しを行った上でも業務遂行が困難な場合

には、代替職員等を配置し、執行体制の確保に努めます。 

 

 ③ その他 

  ア ハラスメントのない良好な職場環境づくり 

○ 研修等において、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント、マタニティ・ハラ

スメント、パタニティ・ハラスメント等の各種ハラスメント防止に対する啓発を行うととも

に、職員を対象とした相談体制を整備し、ハラスメントの未然防止、早期の問題発見・解決に

努めます。 

    

イ 人事上の配慮 

○ 身上報告書や所属長とのヒアリングをもとに、子どもの養育や家族の介護の状況等に応じ

て、可能な範囲で人事異動についての配慮を行います。 

 
  ウ 職員住宅の入居や職員駐車場の利用における配慮 

○ 入居者や利用者の決定に当たり、子どもの養育や家族の介護の状況等に配慮します。 
 
 
２ 女性職員活躍推進のための取組 

 
 女性職員からは、「県庁は女性が活躍しやすい職場だと感じている」との声がある一方、「家庭との

両立等による制約で職務経験や能力が不足していると感じ、管理職的なポストへの登用は望まない」

といった声が挙げられました。 

１の「ワーク・ライフ・バランス実現のための取組」と合わせて、働き方を改善し、仕事と家庭を

両立させながら適切に職務経験を積み、スキルアップすることができる取組を強化していきます。 

 

（職員アンケートから）  

 

「男性職員の育児休業の取得」について 

◆ 育児休業を取得したかったが取得できなかった 30.4％ 

→ 取得できなかった理由 ① 周囲への配慮    32.8％ 

 （主なものを１つ選択） ② 担当業務が多忙   32.3％ 

             ③ 取得しづらい雰囲気 14.7％ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

(1) 女性職員のキャリア形成の支援と積極的な登用 

① 年代に応じた能力開発・能力活用と配置 

○ 男性職員、女性職員を問わず、「栃木県人材育成基本方針」に基づき、年代に応じた能力開 
発・能力活用と配置を推進します。なお、出産・育児期に十分な職務経験を積むことができな
かった職員に対しては、年代を問わず、人事異動等において、多様な職務を経験できるような
キャリアプランをつくり、意欲と能力の向上を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
② 女性職員の積極的な登用 
 ○ 昇任に当たっては、例えば、育児休業期間があるために実際に勤務している期間が短い職員

であっても、本人の能力・意欲・勤務成績などを総合的に判断し、昇任にふさわしい職員であ
れば積極的に上位の職位への登用を図ります。 
 

 ③ 能力開発及びキャリア意識の向上のための研修の実施 
○ 計画的に人材を育成していくために、各階層に応じた研修を実施し、職位・階層に応じて求

められる能力の開発を図ります。 
○ 管理的職員は、女性職員が新たな業務にチャレンジする機会を設け、多様な職務経験を積む

ことができるよう、職員の担当業務を決める際に十分配慮します。 
○ 新採用職員や若手職員に向けて、ライフステージの変化に合わせたキャリア形成を考える機

会の提供を行い、ライフイベントを迎える前の早い段階から、キャリア意識の向上を図りま
す。また、仕事と育児・介護との両立や、上位職位に登用されることへの不安や悩みを軽減
し、具体的なキャリア展望を描くきっかけとするため、ロールモデルとなる女性職員との意見
交換の場などを設けます。 

○ 女性活躍推進に向けた意識づくりやキャリア形成に係る管理的職員の意識向上を図るため、
管理的職員に対する研修を実施します。 

 

（職員アンケートから）  

 

「女性職員の活躍」について 

◆ 県庁は活躍できる職場か 

  非常にそう思う 4.5％ 概ねそう思う 67.9％ あまり（全く）そうは思わない 26.8％ 

◆ 課題と思うこと（複数選択制）※再掲 

① 育児・介護によりスキルアップや職務経験の蓄積に制約がある  57.4％ 

② 仕事とプライベート（家庭）の両立が困難な勤務環境にある   56.3％ 

③ 目指すべき女性の先輩や管理職が少ない            25.9％ 

◆ 管理職的なポストへの登用  望まない 75.3％ 

  → 望まない理由 ① 管理職としての能力の不足         40.2％ 

   （複数選択制） ② 仕事とプライベート（家庭）の両立が困難  39.6％ 

           ③ 多様な職務経験が不足           30.5％ 

（栃木県人材育成基本方針） 

◇ 30歳代までは「能力開発期」とし、幅広い能力開発や自己の適性の発見ができるよう、本

庁と出先の両方で異なる分野を経験するよう配置します。能力開発期に出産・育児期を迎え

た女性職員についても、本人の意欲や能力、時間的制約の有無などを踏まえながら、できる

だけ多様な分野や能力開発に資する分野に配置するよう努めます。 

◇ 40歳代以降は「能力活用期」とし、これまでの職務経験や本人の意欲、適性等を重視し、

能力を最大限発揮できるよう配置します。 



(2) 女性受験者の拡大 

 ① 県庁の魅力等の発信 

  ○ 職員採用試験の受験者を増やし、採用者数を確保するため、大学生に対するリクルート活     

動やインターンシップ、SNSや動画等を通じて、県庁・県職員の魅力や働きがい、育児に係る

各種支援制度等の発信を強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域の子育て応援のための取組 

 

 県庁は、事業主として、親子でふれあう機会を充実させるとともに、職員の地域活動への参加を促

進するなどして、地域の子育てを支援していきます。 

 

(1) 職員に対する取組 

① 子どもとふれあう機会の充実 

○ 職員が親子で参加できる福利厚生事業を引き続き実施するとともに、多くの職員が参加でき
るよう企画の充実や周知に努めます。 

○ 「とちぎの子ども・子育て支援条例」により定められた、ふれあい育む「家庭の日」（毎月
第３日曜日）には、それぞれの家庭において、家族で一緒に過ごし、話し合うことで、家庭の
大切さを考えるきっかけとなるよう呼びかけます。 

 
(2) 県民に対する取組 

 ① 子育てユニバーサルデザインの推進 

○ 県庁舎本館や議会議事堂では、子どもを連れた人が安心して来庁できるよう、授乳室やキッ

ズコーナーなどを設置しています。地方合同庁舎などにおいても、おむつ交換専用台を設置し

たトイレを配置するなど、可能な範囲でバリアフリーに努めます。 

 

 ② 子どもの体験活動等の支援 

○ 地域団体等から、子どもを対象とした学習会等へ「県政出前講座」の依頼があった場合に

は、職員の派遣や学習会等の目的にあった講座の実施に努めます。また、各部局で「施設公開

デー」や「施設見学会」を実施しているほか、議会棟の見学受け入れを実施しています。この

ような機会を通じて、子どもが様々な体験ができるような企画を実施していきます。 

○ 職員がＮＰＯや地域団体等が実施する子どもの健全育成、疾患・障害のある子どもの支援、

子育て家庭の支援活動等に参加するための休暇が取得しやすい職場の環境づくりを行っていき

ます。 

○ 職員が、県内で実施される子どもを交通事故から守るための活動や、子どもを安心して育て

ることができる環境づくりを目的とした防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援活動等に参加

するための休暇が取得しやすい職場の環境づくりを行っていきます。  

（職員アンケートから）  

 

「女性職員の活躍」について 

◆ 今後充実・強化してほしい取組（上位３つ選択制）※再掲 

① 柔軟な勤務時間制度や場所にとらわれない勤務（テレワーク） 42.3％ 

② 年次休暇の取得促進や超過勤務の縮減            33.3％ 

③ 効率的な働き方への適正な評価               32.4％ 



Ⅵ 数値目標 

 

１ 働き方の改善に関する目標 

項目 基準値 目標値 

年度 数値 年度 数値 

年次休暇の取得率※ 

 

令和元年度 27.8％ 令和７年度 40％ 

    ※付与日数に占める取得日数の割合 

 

２ 仕事と家庭の両立に関する目標 

項目 基準値 目標値 

年度 数値 年度 数値 

男性職員の育児休業取得率 

※ 

令和元年度 13.8％ 令和６年度及

び令和７年度 

知事部

局等 

100％ 

企業局 

 

100％ 

男性職員の妻の出産休暇の取

得率 

令和元年度 90.4％ 令和６年度及

び令和７年度 

100％ 

男性職員の妻の出産時の子の

養育休暇の取得率 

令和元年度 48.9％ 令和６年度及

び令和７年度 

100％ 

※国の方針により令和４年度実績から知事部局等(知事部局及び教育委員会事務局を除く各

委員会事務局)と企業局に部門を分けて数値目標を定めている。 

 

 
３ 女性職員の活躍推進に関する目標 

項目 基準値 目標値 

  年度 ※1 数値    年度 ※1 数値 

管理的地位（課長級以上）にある職員

に占める女性職員の割合 ※2 

令和２年度 9.4％ 令和８年度 16％ 

課長補佐級にある職員に占める女性職

員の割合※2 

令和２年度 27.0％ 

 

令和８年度 30％ 

 

※1 各年度４月１日現在 

※2 栃木県教育委員会事務局及び県立学校の職員（教員籍の職員を除く）を含む 


